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復興特区制度の活用状況と措置※（要旨）

○復興特区制度（税制、利子補給、規制・手続の特例）は、復興まちづくりや産業・なりわ
いの再生のために多くの被災自治体・民間事業者が活用。

○復興の円滑かつ迅速な推進に寄与。
（実績・効果）
①税制：指定事業者数延べ約4,000、投資実績約1兆円、雇用実績約10万人、②利子補給：事業者数124、
投資見込約7,500億円、③規制・手続：認定復興推進計画39、復興整備計画801地区（37市町村）

○今後も、復興の新たなステージに併せて制度の活用が見込まれる。

１．復興特区税制の５年延長及び要件緩和
２．防災集団移転事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の登録

免許税の免税措置の創設（５年間）

３．復興特区支援利子補給金のＨ28年度予算案計上（19億円）

1.制度の活用（施行）状況の検討

※法附則第2条の「法律の施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする」との規定に基づくもの。

 まちづくりや産業・なりわいの再生の動きを一層加速化させるため、復興特区制度につ
いて、引き続き、被災自治体による活用を図る。

 このため、復興推進計画等の策定の支援等に努める。

2.平成28年度に講じる措置
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復興特区制度の活用状況と措置※

○復興特区制度（復興推進計画・復興整備計画）は、復興まちづくりや産業・なりわいの再生のために多くの被災自治体・民間
事業者において活用されており、復興の円滑かつ迅速な推進に寄与。
＊税制特例：指定件数3,957（27年12月末現在）、投資実績１兆2,427億円、雇用実績10万人（27年3月末現在）
＊利子補給：事業者数124、融資見込額2,667億円、投資見込額7,528億円、新規雇用予定者数6,740人（28年1月末現在）
＊規制・手続特例：認定計画数39（例：応急仮設建築物特例の活用件数661）（27年3月末現在）
＊復興整備計画：計画策定37市町村（801地区）（28年1月末現在）

○また、今後も、復興まちづくりの進展等の新たなステージに併せて制度の活用が見込まれる（特に、復興特区税制の延長等
について、被災自治体から強い要望）。

○よって、まちづくりや産業・なりわいの再生の動きを一層加速化させるため、復興特区制度について、引き続き、被災自治体
による活用を図る。このため、復興推進計画等の策定の支援等に努める。

１．復興推進計画に係るＨ28年度税制改正案
①機械等に係る特別償却等の特例措置の５年延長及び要件緩和＊

＊建築物整備事業（テナント建物）の構造要件について、まちなか再生計画に位置付けられた場合には、非耐火構造でも
対象となるよう緩和

②被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例措置の５年延長
③新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）の５年延長及び要件緩和＊

＊単年度３千万円の投資要件に加え、最大３事業年度内に５千万円の投資でも対象となるよう緩和（中小企業の場合）

④開発研究用資産に係る特別償却等の特例措置の５年延長
⑤地域の課題の解決のための事業を行う株式会社に対する出資に係る所得控除の５年延長

２．復興整備計画に係るＨ28年度税制改正案
○防災集団移転事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の登録免許税の免税措置の創設
（５年間）

３．復興特区支援利子補給金のＨ28年度予算案計上（19億円）

１

平成28年度に講ずる措置

制度の活用（施行）状況の検討

※法附則第2条の「法律の施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする」との規定に基づくもの。



特例措置の概要

税制上の特例

金融上の特例

○ 地方公共団体が作成し内閣総理大臣が認定した計画に基づき、税制上の特例、金融上の特例、規
制・手続の特例を講じることで、復興まちづくりや産業・なりわいの再生等を推進する重要な制度。

対象区域

対象区域

北海道：広尾町 浜中町 鹿部町、八雲町

青森県：八戸市 三沢市 おいらせ町 階上
町

岩手県：県内全市町村

宮城県：県内全市町村

福島県：県内全市町村

茨城県： 水戸市 日立市 土浦市 古河市

石岡市 結城市 龍ケ崎市 下妻市 常総市
常陸太田市 高萩市 北茨城市 笠間市 取
手市 牛久市 つくば市 ひたちなか市 鹿
嶋市 潮来市 常陸大宮市 那珂市 筑西市
坂東市 稲敷市 かすみがうら市 桜川市
神栖市 行方市 鉾田市 つくばみらい市 小

美玉市 茨城町 大洗町 城里町 東海村
大子町 美浦村 阿見町 河内町 利根町

千葉県：千葉市 銚子市 市川市 船橋市
松戸市 成田市 佐倉市 東金市 旭市 習

志野市 八千代市 我孫子市 浦安市 印西
市 富里市 匝瑳市 香取市 山武市 酒々
井町 栄町 神崎町 多古町 東庄町 大網

白里町 九十九里町 横芝光町 白子町 野
田市 柏市

栃木県：宇都宮市 足利市 佐野市 小山市
真岡市 大田原市 矢板市 那須塩原市 さ
くら市 那須烏山市 益子町 茂木町 市貝
町 芳賀町 高根沢町 那須町 那珂川町

埼玉県：久喜市

新潟県：十日町市 上越市 津南町

長野県：栄村 野沢温泉村

（２２７市町村）

事業者の税負担の軽減

・機械・建物等に係る特別償却又は税額控除
・被災雇用者等に対する給与等支給額10％の税額控除
・新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）
・研究開発税制（特別償却及び税額控除） 等
※指定件数：3,957（Ｈ２７．１２末）

事業者への低利融資

・指定金融機関に対する利子補給金の支給（5年間 0.7％以内）
※利子補給対象事業者：124（Ｈ２８．１末）

規制・手続等の特例 地方公共団体や
事業者の負担軽減

・公営住宅の入居資格要件の特例
・応急仮設店舗等の存続期間の特例
・工場立地の緑地規制の特例 等

１－１. 復興推進計画（概要）
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○ 規制・手続き等の特例に係る計画は39計画、税制上の特例に係る計画は23計画、金融上の特例に係
る計画は124計画認定（※１）。

○ 県別では、岩手県で22計画、宮城県で60計画、福島県で70計画等（※２）。

青森 岩手 宮城 福島 茨城 栃木 千葉 合計

規制・手続
等の特例

1 6 17 6 6 1 2 39

税制上の
特例

1 2 16 3 1 0 0 23

金融上の
特例

6 15 29 61 13 0 0 124

県合計
8

(7)
23

(22)
62

(60)
70 20

(19)
1 2 186

(181)

※１ 一の復興推進計画に複数の特例が盛り込まれている場合には、該当する特例の数を計上した。
※２ 県合計の下段の括弧内の数値は複数の特例に該当する重複を排除し、当該県内で認定された復興推進計画の数

を表記したもの。

平成28年1月31日現在
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１－２．復興推進計画の認定状況



各県毎の指定件数とその推移

○ 復興推進計画に定める復興産業集積区域等で、計画を作成した地方公共団体の指定を受けて、事業
用設備を新増設したり、被災雇用者等を雇用した場合等に、特別償却や税額控除等の特例を受けるこ
とができる制度。

○ 指定件数は着実に増加し、平成27年12月末現在で3,957（指定事業者数は3,016※）。
（※）1者で複数の特例の指定を受けている事業者等又は複数の県で指定を受けている事業者等があるため、指定件数と一致しない。

平成27年12月31日現在

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 計

指定件数 234 569 1,088 1,389 677 3,957
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１－３. 復興推進計画（税制特例の指定件数①）
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主な業種毎の指定件数の推移

○ 復興特区税制の指定を受ける事業者の業種については、①製造業（②を除く）１，７８５件、②食料品
製造業６１９件、③運輸業等３２３件、④卸売業小売業３１３件等となっており、幅広い業種において活
用。

平成27年12月31日現在
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

業種・年度別・指定件数（累計）

農・林・漁業及び水産養殖業等

食料品製造業等

製造業（食料品製造業等を除く）

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業等

卸売業、小売業

宿泊業、飲食店等

その他

（単位：件）

33

1,653

2,683

3,551

3,957

１－４. 復興推進計画（税制特例の指定件数②）
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青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

投資実績（億円） ８９９ １，４５８ ２，９２７ ２，９０１ ４，２４２ １２，４２７

雇用実績（人） ３，９６０ ７，６６３ ２０，２５２ ２７，９３５ ４０，６０９ １００，４１９

○ 平成２４年２月から平成２７年３月末までに行われた指定事業者等による投資実績は１兆２，４２７億円、
被災者の雇用実績は１０万４１９人。

○ 投資実績額は、①製造業（②を除く）７，６０６億円、②食料品製造業１，８４８億円、③運輸業等５８３億
円。

○ 雇用実績は、①製造業（②を除く）６７，４８２人、②食料品製造業８，７６５人、③運輸業等７，２０５人。

指定事業者等による投資・雇用の実績

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000
（単位：億円）

投資実績
（合計
1兆２，４２７億円）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

1

農・林・漁業及び水産養殖業等 食料品製造業等 製造業（食料品製造業等を除く）

電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業等
卸売業、小売業 宿泊業、飲食店等 その他

（単位：人）

雇用実績
（合計
１００，４１９人）

１－５. 復興推進計画（税制特例の活用状況）
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１－６. 復興推進計画（金融上の特例の活用状況）

○ 計画区域において復興の中核となる事業の実施者に必要な資金を貸し付ける場合に、金融機関に対
し利子補給金を支給する制度。

○ １２４の事業者が決定され、融資見込額は２，６６７億円、投資見込額は７，５２８億円、新規雇用予定
者数は６，７４０人。

１．利子補給の対象となる事業を実施する事業者等の推移及び県別内訳

２．事業者数の業種内訳

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 合計

事業者数 １ ２４ ３２ ３７ ３０ １２４

融資見込額（億円） ３ ７５１ ６０２ ６４８ ６６３ ２，６６７

投資見込額（億円） ３０ ２，６１８ １，５１９ １，８０４ １，５５７ ７，５２８

新規雇用予定者数（人） ６ １，５４０ １，６７１ １，３３６ ２，１８７ ６，７４０

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合 計

事業者数 ６ １５ ２９ ６１ １３ １２４

融資見込額（億円） ８７ ２４９ ５７６ １，１６１ ５９４ ２，６６７

投資見込額（億円） １６５ ３７９ １，９１７ ２，７０７ ２，３６０ ７，５２８

新規雇用予定者数（人） ２０３ １，１２４ １，５１４ ３，０１２ ８８７ ６，７４０

1 17 65 5 1 4 19 2 10

農・林・漁業及び水産養殖業等
食料品製造業等
製造業（食料品製造業等を除く）
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業等
卸売業、小売業
宿泊業、飲食店等
その他

平成28年1月31日現在
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１－７. 復興推進計画（規制・手続等の特例の活用状況）

○ 被災地の事業活動や被災者の安定した住宅環境の確保等の円滑かつ迅速な復興の推進に寄与。
例えば、
・「工場立地の緑地規制特例」は、工場の新規立地又は増設により産業・生業の再生に寄与。
・「応急仮設建築物の特例」は、本設復旧がなされるまでの間、役場等の公的機関や病院・学校・保育所等

が当該特例により存続延長可能となり、身近な行政サービスや医療、教育等の提供に寄与。
・「公営住宅の入居者資格要件特例」は、計画に記載された災害公営住宅等の整備が完了するまでの間、

入居要件の緩和により、被災住民の生活の安定に寄与。

≪実績例≫応急仮設建
築物の特例【対象施設

の累積件数】

8

≪計画に係る主な特例の対象市町村数（H28年1月31日現在）≫

≪実績例≫工場立地の
緑地規制特例【対象工

場の累積件数】

≪実績例≫公営住宅の
入居者要件の特例【入

居者世帯数】

青森 岩手 宮城 福島 茨城 栃木 千葉

工場立地の
緑地規制特
例

3 － 27 － 9 － －

応急仮設建
築物の特例 － 10 14 26 7 1 －

公営住宅の
入居者資格
要件特例

－ 33 35 59 40 － 2

建築基準法
の用途制限
の特例

－ 1 5 － － － －

医療機器製
造販売業の
特例

－ 33 34 59 － － －

≪実績例≫建築基準法
の用途制限特例【対象

施設の累積件数】

≪実績例≫医療機器製造
販販売業特例【対象研修

修了者の累積件数】

≪計画に係る主な特例の活用件数（H27年3月31日現在）≫

青森県 6件

宮城県 34件

茨城県 11件

岩手県 331件

宮城県 162件

福島県 150件

茨城県 17件

栃木県 1件

岩手県 432件

宮城県 150件

福島県 182件

茨城県 9件

千葉県 7件

岩手県 38件

宮城県 32件

福島県 40件

岩手県 1件

宮城県 7件



２－１．復興整備計画（概要）

○復興整備計画は、土地利用の再編に係る特例許可・手続の特例等を受けるために、市町村が単独又は県
と共同して作成する計画。

○市町村・県・国等からなる復興整備協議会での協議・同意等を経て、計画を公表することにより、事業に必要
な許可基準の特例やワンストップ処理の特例を受けることで、速やかな復興まちづくりを進める重要な制度。

○岩手県12市町村、宮城県14市町、福島県11市町村の合計37市町村（801地区）で計画作成。計画に基づき、

集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業、道路事業等が多く実施。（平成28年1月27日現在）
○ ワンストップ処理により手続の短縮・簡素化や事務負担軽減の効果があった、許可等の特例により弾力的
な復興計画の推進、事業の円滑・迅速な実施の効果があったと評価（市町村アンケートの結果）。

事業の実施に必要な許可の基準緩和

事業実施のために必要な許可が得られない
（市街化調整区域における開発許可、農地転用の許可等）

課題
◆市街化調整区域における開発許可、農地転用等
について特例的に許可

事業の実施に必要な許可手続のワンストップ化

事業実施のためには複数の許可が必要
（開発許可、農地転用の許可等）

◆開発許可、農地転用の許可等、事業に必要となる複数の許可手続を
ワンストップで処理

◆土地利用基本計画や都市計画等の決定・変更手続についても、
ワンストップで処理

※復興整備協議会での協議・同意を経た場合には、事業に必要な許可や計画
変更があったものとみなされる。

特例措置

課題

特例措置

9

○土地収用手続の特例（法改正により平成26年5月に追加）
■事業認定の努力義務「3月」を「2月」に短縮 ■5戸以上50戸未満の集団団地を収用対象に
■収用委員会が6月以内に裁決する努力義務規定 ■緊急使用の期間「6月」を「1年」に延長
■収用裁決申請時の土地調書の添付を不要に



２－２．復興整備計画（特例の活用状況）

○ 復興整備計画に基づく特例については、都市計画決定・変更等のゾーニングの変更等に関する特例や農地
法の農地転用許可、都市計画法の開発許可等が多く活用。

○ 平成２６年５月の法改正により追加された土地収用手続の特例についても、５０戸未満の集団住宅を収用対

象とする特例や、期間を１年間とする緊急使用の特例が活用。

県 事業施行区域

ゾーニングに関する主な事項（地区数） 許可等に関する主な事項（地区数）
土
地
利
用
基
本
計
画
変
更

地
域
森
林
計
画
区
域
変
更

都
市
計
画
変
更

都
市
計
画
決
定

保
安
林
解
除

農
業
振
興
地
域
変
更

農
用
地
利
用
計
画
変
更

農地法
（農地転用）

都市計画法
（開発許可）

自然公園法
（許可・届出）

都市計画法
（事業認可）

岩手 １８６ ５１ ５５ １ ９ ３１ ２ ２ ５９ ０ ０ ４

宮城 ４１１ ５９ ５８ ４５ ４２ １４ ２ ２ ２０６ １５５ ３６ ０

福島 ２０４ １１ ９ ５３ ３８ ０ ３ ５ ９６ １９ ０ ０

合計 ８０１ １２１ １２２ ９９ ８９ ４５ ７ ９ ３６１ １７４ ３６ ４

（平成２８年１月２７日現在）

注：１つの地区で複数の事業に係る特例を受けている場合があるため、「ゾーニングに関する主な事項」の合計と「許可等に関する
主な事項」の合計の地区数は、「事業施行区域の地区数」を上回る。 10



２－３．復興整備計画（特例の活用例①）
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宮城県多賀城市（津波浸水地域（第１号地域））平成26年1月10日策定

【復興整備計画作成及び公表の背景】
■市域面積20k㎡のうち約1/3の660haが浸水区域であり、また、浸水面積に対する市街地面積の割合が約9割（590ha）
と非常に高い。（被災３県の市町村で石巻市、仙台市について、３番目に高い。）

■このため、今後の大津波による都市型災害に備え、今次津波と同等規模の津波が来襲しても浸水しないように拠点団
地を造成し、大津波襲来時の製造業復興支援機能、防災・減災拠点機能、地域経済牽引機能を備えた市街地を計画。

（イメージ図）視点方向

（イメージ図）

【復興整備計画制度の活用】
■津波防災地域づくり法の施行に伴い、都市計画法の一部改正が行われ、「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」
が都市施設に追加。同施設の整備に係る事業を復興整備事業として復興整備計画に定める（県と共同で復興整備計
画を作成し、復興整備協議会で協議・同意を得て、計画を公表する）ことにより、復興整備計画に係る特例を適用する
ことができる。
→都市計画や農用地利用計画の決定・変更手続き、農地法の農地転用許可みなしについてワンストップで関係機関

の同意を得ることができ、迅速な事業実施を実現。（平成26年1月都市計画決定）



福島県飯舘村（原子力災害地域（第2号地域））平成27年3月30日策定

２－４．復興整備計画（特例の活用例②）

【復興整備計画作成及び公表の背景】
■原子力災害による全村避難。避難指示解除準備区域及び居住制限区域について遅くとも平成29年3月までに避難指示解

除の方針（平成27年6月閣議決定）。
■村の再生の出発点としてシンボルとなる「道の駅までい館」のほか、産業振興を牽引する施設整備、帰村村民のための復

興村営住宅や集会所、多目的交流広場の整備等、帰村促進のために商業施設や職場に近接した暮らしやすい環境整備
に係る復興整備事業に着手。

村内復興拠点エリアの土地利用構想（案）

農業に根ざし次代につながる産業の創出
雇用の場・機会の創出による帰還促進

農の産業と雇用

新たな花卉栽培技術等を導入して村全体
に雇用を拡大

村内・村外から人々が集い触れ合い賑わ
う定期的・継続的な交流の仕組みづくり

情報・交流

飯舘の今と良さを広く情報発信・村外へ
アピール

太陽光発電施設（写真）

帰村する村民の日常生活を支える衣食住
における安心・安全の確保

日常生活の支援

放射線リスクコミュニケーションの充実

飯舘村に帰村し、村の復興・再生を目指
す高齢者から若年層まで幅広い世代の帰
還を促す

コミュニティの再生

深谷地区既存集落とともにコミュニティ
を形成

道の駅「までい館」（イメージ図）

【資料】村内復興拠点エリアの土地利用構想（案）［までいな復興計画第5版抜粋］
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【復興整備計画制度の活用】
■避難指示区域解除及び帰村宣言に向けて早期の整備が必要。
■国の直轄工事に伴い発生する残土の有効活用による事業費の大幅削減の機会を捉えるために早期の事業着手が必要。
■農地転用の許可や開発行為の許可の許認可のほか土地利用に関する計画の変更等の手続を迅速に行うため、復興整
備計画を作成し、復興整備協議会に諮り、ワンストップで迅速に関係機関の同意を得る事が効果的。
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